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（写真）Shutterstock “暫定政権 閣僚らを交代、国防相・国軍重要役職者を一斉に交代” 

 

 

２０２６年３月１８日（水曜） 

 

政 治                     

「暫定政権 閣僚・大統領護衛トップら一斉交代 

～国防相・電気エネルギー相、交通相も交代～」 

「マドゥロ大統領 資産凍結で弁護費用支出不可」 

「WBC 優勝で３月１８日は緊急休日に」 

経 済                     

「米国 制裁ライセンス No.５２発行 

～米国企業にベネズエラ原油取引を広く開放～」 

「Ecopetrol ベネズエラ近海にガス田を発見」 

「ベネズエラ債券 デフォルト下でも高騰続く」 

「石油化学業界 石油化学開発法の改定を提案」 

 

２０２６年３月１９日（木曜） 

 

政 治                    

「米国 ベネズエラの渡航警戒レベルを引き下げ 

～米議員団訪ベネ 大統領、議長らと面談～」 

「国防相交代 新体制の重要役職を発表」 

経 済                    

「Maha Capital PetroUrdaneta 株式２４％取得」 

「OFAC CITGO 保護措置を５月５日まで延長」 

「３月２週 米向け原油輸出日量４０万バレル超」 

「製造業団体と商工業相 共同の作業部会を設置」 

社 会                    

「WBC 優勝の報酬総額は６７５万ドル」 
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２０２６年３月１８日（水曜）             

政 治                       

「暫定政権 閣僚・大統領護衛トップら一斉交代    

 ～国防相・電気エネルギー相、交通相も交代～」       

 

３月１８日 デルシー・ロドリゲス暫定大統領は、閣僚

および大統領護衛長・軍内を監視する警察組織 DGCIM

のトップらを一斉に交代させた。 

 

以下、交代が発表された役職と新たなトップを記載する。 

 

１．国防相：Gustavo González López 氏 

 

２．住宅住居相：Jorge Márquez Monsalve 氏 

 

３．労働相：Carlos Alexis Castillo 氏 

 

４．交通相：Jacqueline Faría 氏 

 

５．大学教育相： Ana María Sanjuán 氏 

 

６．文化相：Raúl Cazal 氏 

 

７．電気エネルギー相：Rolando Alcalá 氏 

 

８．大統領府護衛長：Henry Navas Rumbos 氏 

 

９．軍事防諜総長：Germán Gómez Lárez 氏 

 

１０．社会開発プログラム「Viva Venezuela, Mi patria 

Querida」代表：Tarek William Saab 氏 

 

今回の閣僚交代で特に重要なのは、国防省、大統領府護

衛省、DGCIM など軍・治安関連のトップ交代と電気エ

ネルギー相の交代だろう。 

 

特にこれまで国防相を務めてきたパドリーノ・ロペス氏

は２０１５年からマドゥロ政権下で国防相を１１年間

務めてきた。閣僚が頻繁に交代するベネズエラにおいて、

１１年間同じ役職を続けるというのは極めてまれなケ

ースである。 

 

なお、最も大臣職の在任期間が長いのはリカルド・メレ

ンテス企画相で１３年。２０１３年のマドゥロ政権発足

当初から変わっていない。 

 

これまで、パドリーノ・ロペス氏はマドゥロ政権を維持

する守護者として国防相を務めてきたが、同氏の交代は

ベネズエラ軍体制の大きな転換と言えるだろう。 

 

ただし、後任のグスタボ・ゴンサレス・ロペス氏もマド

ゥロ政権下で重要な役職に就いてきた人物である（下写

真の人物）。 

 

（写真）@delcyrodriguezv 
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具体的には、２０１４年～１８年、１９年～２４年に公

安組織「SEBIN」トップとして、抗議行動抑圧の前線で

指揮を執っていた。２０１７年４月～７月にかけて起き

た抗議行動では軍・警察含めて１２５名超が死亡したと

され、人権侵害を理由にゴンサレス・ロペス氏は米国の

個人制裁対象に指定されている。 

 

また、タレク・ウィリアム・サアブ検事総長が、社会開

発プログラムの１つ「Viva Venezuela, Mi patria Querida」

の代表に就任したことも特筆に値する。 

 

２０１７年から検事総長として国内の治安維持に従事

してきたが、今回の任命を踏まえると、同氏は政治の第

一線から離れることになりそうだ。 

 

なお、後述するが、暫定政権は翌３月１９日に国防省内

の重要役職の一斉交代を発表した。 

 

「マドゥロ大統領 資産凍結で弁護費用支出不可」         

 

２０２６年１月３日 マドゥロ大統領夫妻は米国軍に

拘束され、麻薬取引への関与や武器所持を理由に米国で

起訴されている。 

 

この訴訟費用について、ロドリゲス暫定政権は国庫から

の支払いを求めたが、米国政府はマドゥロ政権をベネズ

エラの政府と認識していないため、ベネズエラ政府の国

庫からの弁護費用の支出が禁止されている（「ベネズエ

ラ・トゥデイ No.1337」）。 

 

なお、マドゥロ大統領夫妻は（彼らの血縁者含めて）

OFAC の制裁により個人資産が凍結されており、彼らの

口座から支払いを行うことは出来ない。 

 

つまり、実質的にマドゥロ大統領夫妻は自身らの弁護費

用を支払うことが出来ない状態になっている。 

 

この状況を受けて、マドゥロ大統領夫妻の担当弁護士は、

裁判所に対して、「両名が弁護を受ける資金を有してい

ないこと」、「裁判所は弁護を受ける権利を尊重する義務

があること」を書面で求めたが、現時点で回答は得られ

ていない。 

 

なお、裁判所は「被告（マドゥロ大統領夫妻）が国選弁

護人を受け入れるべきだ」とする提案をしている。 

 

この提案について、担当弁護人は、「自らの弁護人を選

択する権利の侵害を解消するものではない」としてこれ

を拒否。手続きが「憲法上の欠陥を有する」ものである

として起訴の棄却を裁判所に求め、あるいは少なくとも

本件を検討するための審理を開くよう求めている。 

 

なお、マドゥロ大統領夫妻の裁判は３月２６日を予定し

ている。 

 

「WBC 優勝で３月１８日は緊急休日に」         

 

３月１７日（日本時間１８日） 「ワールド・ベースボ

ール・クラシック（WBC）」の決勝戦で、ベネズエラ代

表が米国代表を破り優勝を果たした（「ベネズエラ・ト

ゥデイ No.1345」）。 

 

この結果を受け、デルシー・ロドリゲス暫定大統領は

SNS にて「３月１８日を休日にする」と発表した。なお、

活動を止めることが出来ない仕事は例外となっている。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b81442a1c58c9ea879b1625cc2cf3f9a.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b81442a1c58c9ea879b1625cc2cf3f9a.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/4a11409e08f3a502bdbcca543b0237d5.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/4a11409e08f3a502bdbcca543b0237d5.pdf
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また、ロドリゲス暫定大統領は、WBC 優勝を記念して

３月１７日を「全国野球の日」にすると発表。 

カラカス西部の公園「Plaza la Juventud」にベネズエラ

野球選手らを称える「野球スター街道（Paseo de las 

Estrellas）」を作ることを決めた。 

 

なお、ベネズエラ代表が米国代表を破り WBC に優勝し

たことを受けて、トランプ大統領は SNS にて「Statehood

（州）」と投稿。 

 

この試合に先立ち、トランプ大統領はベネズエラを５１

番目の州にするとのコメントを投稿しており、改めてベ

ネズエラ合併を示唆した。 

 

経 済                        

「米国 制裁ライセンス No.５２発行            

 ～米国企業にベネズエラ原油取引を広く開放～」           

 

３月１８日 米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、制

裁ライセンス No.52 を発行。PDVSA（および PDVSA

が５０%以上の株式を所有する会社）との取引制限を大

幅に緩和した。 

 

今回の許可範囲は、２０２５年１月２９日以前から存在

していた全ての米国企業に適用される。 

 

許可される内容は、以下に関連する PDVSA との取引。 

 

・ベネズエラ産原油またはベネズエラ産石油製品の積

み出し、輸出、再輸出、販売、再販売、供給、保管、販

売促進、購入、引渡し、または輸送 

 

・石油、ガス、または石油化学製品分野における探査、

開発、または生産活動に必要な希釈剤、物品、サービス

および技術のベネズエラへの提供 

 

 

・ベネズエラの石油、ガス、または石油製品分野におけ

る探査、開発、または生産活動に関する新規投資契約の

締結 

 

・上記活動に関連するベネズエラにおける新たな合弁

事業（JV）またはその他の法人の設立 

 

・上記の活動に通常付随し、かつ必要なすべての取引 

（これには、商業、法務、技術、安全、環境に関するデ

ューデリジェンスおよび評価の実施が含まれる） 

 

同ライセンスを適用するための要件は、以下の通り。 

 

・契約は米国法または米国内法域を準拠法とすること 

・紛争解決は米国内で行うこと 

・外国政府預託基金または米財務省指定口座へ支払う

こと 

・取引内容について米国政府へ報告すること 

 

他、取引におけるロシア・イラン・北朝鮮・キューバ関

係者の関与、あるいは中国企業が支配する企業の関与は

禁止されるなど一定の禁止事項も存在する。 

 

これまでベネズエラ原油は、トランプ政権から許可を得

ていた企業（例えば、Chevron、Vitol、Trafigura など）

のみが取引可能だった。 

 

しかし、制裁ライセンス No.52 が発行されたことで、上

記の要件さえ満たせば、他の米国企業（例えば、CITGO、

Phillips66 など）も PDVSA から原油を購入することが

可能になると理解できる。 
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「Ecopetrol ベネズエラ近海にガス田を発見」                  

 

コロンビアの政府系石油会社「Ecopetrol」の Ricardo 

Roa 社長は、ベネズエラ近海の沖合でガス田を発見した

と発表した。 

 

新たに発見されたガス田は「コポアス－１（Copoazú-1）」

と命名された。 

 

Roa 社長は「コロンビアにとって３回目の重要な発見」

と説明している。 

 

この深海ガス田は、Ecopetrol とブラジルの Petrobras に

よる探査により、水深約１０００メートルの地点（北部

ラ・グアヒーラ県）で発見されたが、現時点ではどの程

度の生産量に達するかは明らかになっていない。 

 

「ベネズエラ債券 デフォルト下でも高騰継続」                  

 

OFAC が制裁ライセンス No.52 を発行したことを受け

て、ベネズエラ債は再び上昇した。 

 

３月１８日時点で、３１年満期のベネズエラ債の取引価

格は５０．２５セント／ドル（前日から１．７５セント

増）、２７年満期の PDVSA 社債は３５．３５セント／

ドル（前日から１．８５セント増）。 

 

米国投資会社「Aegon Asset Management」の Jeff Grills

氏（債券部長）は、「投資家にとってベネズエラの先行

きを楽観視する新たな材料が加わった」とコメントして

いる。 

 

ベネズエラ債は、中東紛争による原油価格の高騰を受け

て上昇。更に今回の制裁ライセンス発行で更に上昇した。 

 

 

 

ベネズエラは現在もデフォルト状態が続いている。 

 

また、OFAC の制裁によりベネズエラ政府、PDVSA は

新たな債券を発行することが出来ない。 

 

債務再編は過去の債券を新たな債券に乗り換えるのが

一般的。従って、債券発行を禁止する制裁は債務再編の

障害となる。 

 

それでもベネズエラ債への関心は高まっており、２０２

６年１月のマドゥロ大統領拘束を機に上昇を続けてい

る。 

 

「石油化学業界 石油化学開発法の改定を提案」                  

 

「ベネズエラ石油化学連合会（Asoquim）」の Reinaldo 

Gabaldón 代表は、ベネズエラの経済成長を促進するた

めには、国内で産出された原油を国内で精製する石油化

学セクターの成長が必要と指摘。 

 

石油化学セクターの成長のために「石油化学活動開発法

（Lodap）」を改定するよう提案した。 

 

現在の法制度では、石油化学業界は国営企業が主体だが、

今後は民間資本を促進し、国家はパートナー的な位置づ

けに転換するべきと指摘。同法の改正によって外国資本

の流入が促進されるとの見通しを示した。 

 

また、Gabaldón 代表は、ベネズエラの化学・石油化学

セクター回復のために２点が必要と指摘。 

 

１つ目は、石油化学産業向け原料供給の拡大。 

具体的には天然ガス、液化天然ガスの生産量が低迷して

おり、原料の供給不足により El Tablazo や Morón 石油

化学コンビナートが正常に稼働していないと説明。 
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今後は、炭化水素法の改定や外国投資の拡大を受けて、

原油およびガス生産が促進され、石油化学産業への原料

供給が回復することに期待感を示した。 

 

２つ目は、購買力回復による石油化学製品の需要増加。 

 

石油産業が経済のけん引役となり、消費者の購買力が回

復すれば、家庭用衛生製品や潤滑油などの消費が拡大し、

結果として石油化学セクターの成長を促進するとの見

解を示した。 

 

２０２６年３月１９日（木曜）              

政 治                       

「米国 ベネズエラの渡航警戒レベルを引き下げ      

  ～米議員団訪ベネ 大統領、議長らと面談～」        

 

３月１９日 トランプ政権は、一部地域を除きベネズエ

ラの渡航警戒レベルを「カテゴリー３（渡航の再検討を

推奨）」へ引き下げた。 

 

米国は、マドゥロ政権との外交関係が断絶した２０１９

年１月にベネズエラ全土の渡航警戒レベルを「カテゴリ

ー４（渡航禁止）」としていたが、７年越しの警戒レベ

ルの引き下げとなる（「ベネズエラ・トゥデイ No.246」）。 

 

ただし、米国国務省は、渡航警戒レベル引き下げ発表文

にて 

「ベネズエラの状況は改善しているが、一部地域は引き

続き危険な状態を維持している」と説明しており、タチ

ラ州、アマゾナス州、アプレ州、アラグア州、グアリコ

州、ボリバル州内陸は、依然として「カテゴリー４」を

維持している。 

 

 

 

 

 

他、マイケティア国際空港から非正規のタクシーを利用

すること、空港周辺の ATM を利用するリスク、夜間移

動のリスクについて強調している。 

 

なお、日本は２０２５年１２月にベネズエラ全土を「レ

ベル３（渡航中止勧告）」に引き上げ、このレベルは現

在 も 変 更 さ れ て い な い （「 ベ ネ ズ エ ラ ・ ト ゥ デ イ

No.1304」）。とは言え、昨今の流れを踏まえると警戒レ

ベルの引き下げは時間の問題と言えそうだ。 

 

また、３月１８日に米国上院の外交委員会の議員団がベ

ネズエラを訪問。ホルヘ・ロドリゲス国会議長および恩

赦法検討委員会のメンバーらと面談を行った。 

 

翌１９日に、議員団はミラ・フローレスにてデルシー・

ロドリゲス暫定大統領と面談。同面談には、 Félix 

Plasencia 在米ベネズエラ代表大使と Oliver Blanco 欧米

担当次官も同席した。 

 

同面談後、暫定政権は声明で、 

「米国代表団の訪問は、技術的かつ政治的なものであり、

両国間で合意したロードマップを反映したもの」と説明。 

「歴史的な認識相違の解消と、世界的なエネルギー問題

の対応に向けた協議を優先する」とした。 

 

 

（写真）大統領府 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0ef6053797da606b5c815f042effe912.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9d18037d1dad9ccac6d7bd2f4bd234cc.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9d18037d1dad9ccac6d7bd2f4bd234cc.pdf
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「国防相交代 新体制の重要役職を発表」           

 

暫定政権は、３月１８日にグスタボ・ゴンサレス・ロペ

ス氏を国防相に任命した。 

 

翌１９日、ゴンサレス・ロペス国防相指揮下での新たな

軍幹部メンバーが発表された。 

 

 

（写真）@delcyrodriguezv 

 

交代が発表された軍部重要役職者は以下の通り。 

 

・国家戦略作戦総司令部（CoeFANB）の総司令官： 

Rafael David Prieto Martinez 

 

・CoeFANB 副司令官：Jesus Rafael Villamizar Gomez 

・国軍監察総監：Dilio Guillermo Rodriguez Diaz 

・陸軍総司令官：Ruben Dario Belzares Escobar 

・海軍総督：Jorge Alejandro Aguero Montes 

・空軍総司令官：Royman Antonio Henandez Briceno 

・国家防衛隊総司令官：Juan Sulbaran Quintero 

・民兵総司令官：Nayade Solovenly Belmontes 

 

経 済                       

「Maha Capital PetroUrdaneta 株式２４％取得」            

 

米国メディア「Bloomberg」は、スウェーデンのエネル

ギー会社「Maha Capital AB」（ブラジル人が経営陣）が、

スリア州にある合弁会社「PetroUrdaneta」の株式２４％

を購入したと報じた。 

 

PetroUrdaneta の現在の産油量は日量２０００バレル

と推定されているが、今後は迅速に日量１．５万バレル

まで増加する可能性があるという。 

 

Maha Capital AB は声明にて、「米国財務省が米国企業

に対し、PDVSA との取引を認めるライセンスを発行し

たことを受け、購入オプションの行使を承認した」と説

明。また、同社は PetroUrdaneta 事業における自社の持

分を米国子会社に移転する方針を明らかにした。 

 

「OFAC CITGO 保護措置を５月５日まで延長」         

 

３月１９日 米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、米

国にある PDVSA 孫会社 CITGO を保護する趣旨の制

裁ライセンス No.5 を更新した。 

 

この制裁ライセンスは、PDVSA２０社債（以下、PDVSA

２０）に関する取引を制限するもの。 
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PDVSA２０は、CITGO の株式５０．１％が担保に設定

されている。PDVSA２０は２０１９年にデフォルトし

ており、本来であれば PDVSA２０債権者は CITGO の

株式５０．１％を売却することで投資資金を回収するこ

とが出来る。 

 

しかし、制裁ライセンス No.5 が、債権者による株式売

却を阻止しており、同ライセンスは更新を続けて現在に

至っている。 

 

「３月２週 米向け原油輸出日量４０万バレル超」            

 

米国の「エネルギー情報局（IEA）」によると、３月第２

週（３月９日～１３日）のベネズエラの米国向け原油輸

出量は日量４２．３万バレルだった。 

 

この輸出量は２０２４年１２月（日量５２．１万バレル）

以来の水準となる。 

 

なお、３月第１週の輸出量は日量２３．２万バレルであ

り、先週から８２％増えたことになる。 

 

 

（写真）IEA 

 

 

 

「製造業団体と商工業相 共同の作業部会を設置」         

 

Luis Antonio Villegas 商工業相は、「ベネズエラ製造業

連合会（Conindustria）」の Tito López 代表と会合。国

内生産を拡大させるにあたり障害となっている問題に

ついて意見交換を行った。 

 

同日の会合では、特に行政手続きの簡素化に焦点が当て

られたようだ。 

 

また、企業の資金繰りに懸念を与えている外貨アクセス

の問題、輸入製品との競争における公平な条件の確保に

ついても議論された。加えて、企業のコスト構造に影響

を及ぼす税負担の見直しも要請された。 

 

協議の結果、双方は問題の特定と解決について議論する

ための作業部会（ワーキンググループ）を組織すること

で合意。同部会を通じて、行動計画を作成し、実行する

ことで合意した。 

 

社 会                        

「WBC 優勝の報酬総額は６７５万ドル」           

 

ベネズエラ代表は２０２６年の WBC で初優勝を果た

し、総額約６７５万ドルの賞金を獲得した。 

 

なお、優勝による直接の報酬額は約２５０万ドルで、準

決勝・決勝進出など各ラウンドでの報酬を含めて総額が

６７５万ドルになるという。 

 

大会の報酬構造に基づき、賞金の約５０％が選手に分配

されるため、代表は総額３３７．５万ドルを受け取る。 

仮に登録選手３０人で均等に分配した場合、１人当たり

の受取額は約１１．３万ドルになる。 

 

以上 


